
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
走行する車両の車輪とその走行路の路面との間の摩擦係数を測定する路面摩擦係数測定装
置において、
走行路の路面状態を判別する路面状態判別手段と、
車両の対地速度を路面に非接触な状態で検出する対地速度検出手段と、
車輪の回転速度を測定する車輪速度測定手段と、
車両の対地加速度を求める対地加速度検出手段と、
前記対地速度検出手段からの対地速度と、前記車輪速度測定手段からの回転速度に基づい
てスリップ率を求めるスリップ率検出手段と、
前記路面状態判別手段からの判別結果に基づいて、路面と車輪との間の路面摩擦係数の領
域を限定し、さらに、前記スリップ率検出手段からのスリップ率と前記対地加速度検出手
段からの対地加速度に基づいて、路面摩擦係数を決定する摩擦係数決定手段と

ことを特徴とする路面摩
擦係数測定装置。
【請求項２】
走行中の自車両と該自車両の前方に位置する障害物との間の距離が所定値以下となると、
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、
　車輪の荷重を測定する車輪荷重測定手段とを備え、
　前記スリップ率検出手段は、前記車輪荷重測定手段により測定された荷重に基づいて、
車輪が路面と接地しているか否かを判断し、車輪が路面と非接地となっていると判断され
たときを除いた期間のスリップ率の平均値を出力するものである



自動的にブレーキ制御を行う車両ブレーキ制御システムにおいて、
自車両と障害物との間の距離を検出する距離検出手段と、
前記距離検出手段により検出された距離と、 に記載の路面摩擦係数測定装置によ
り測定された路面摩擦係数とに基づいて、ブレーキ制御のタイミングを変化させる制御手
段と
を備えたことを特徴とする車両ブレーキ制御システム。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、走行する車両の車輪とその走行路の路面との間の摩擦係数を測定するための路
面摩擦係数測定装置に関し、特に、車両の加減速度の影響を受けることなく安定に摩擦係
数を測定するための技術に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
特に寒冷地においては、冬季になると、路面への積雪や路面の凍結によりスリップ事故が
起こる危険が高くなる。このため、あらかじめ管理対象の道路において、車両と路面との
間にどの程度の摩擦が生じるかを測定して路面の危険性を判別し、特に危険度が高いと判
別された区域の路上に塩をまいたり、危険区域の下流位置で警告情報を表示するなどの対
応がとられている。
【０００３】
車輪と路面との間の摩擦係数（以下、これを路面摩擦係数と呼ぶ）を測定する方法として
は、一般に車両に第５のタイヤを取り付け、この第５のタイヤにブレーキをかけながら走
行することにより、滑り度合いをチェックするという方法が採用されている。
【０００４】
しかしながら、このような測定方法では、駆動機構などの装置構成が複雑化するためコス
ト高になる。しかも測定時には車両を低速走行させる必要があるため、計測に時間がかか
る上、道路が混雑する時間帯には測定できないなど、種々の問題が発生する。
【０００５】
この問題を解決する方法として、本出願人は、先に路面摩擦係数測定装置およびこの装置
が搭載された車両、ならびにこの装置を用いた路面情報管理システムを提案している。こ
の路面摩擦係数測定装置は、路面状態判別手段、対地速度検出手段、車輪速度判定手段を
備えるものであり、路面状態判別手段による路面判別結果から路面摩擦係数の概略値を求
め、さらに、対地速度検出手段及び車輪速度判定手段により、走行中の車両の対地速度に
対する車輪の回転速度の揺らぎ度合い（あるいはタイヤの滑るスリップ率）を求め、この
車輪の回転速度の揺らぎ度合いに基づいて前記概略値を更に分類することにより、詳細な
路面摩擦係数を算出するものである。この路面摩擦係数測定装置を用いることにより、低
コストで路面に非接触な計測が可能となる。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、走行中の車両のタイヤのスリップ率は、車両の加減速度に応じて変化する
ものであるが、上記のような路面摩擦係数測定装置では、車両の加減速度を勘案すること
なく、路面摩擦係数の測定を行っている。このため、路面摩擦係数を正確に検出すること
が困難であった。
【０００７】
本発明は、上述した問題点を解決するためになされたものであり、上記路面摩擦係数測定
装置にさらに対地加速度検出手段を追加することにより、車両の加減速の影響を受けにく
い、高精度な路面摩擦係数測定装置を提供することを目的とする。
【０００８】
【課題を解決するための手段】
上記目的を達成するために、本発明は、走行する車両の車輪とその走行路の路面との間の
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請求項１



摩擦係数を測定する路面摩擦係数測定装置において、走行路の路面状態を判別する路面状
態判別手段と、車両の対地速度を路面に非接触な状態で検出する対地速度検出手段と、車
輪の回転速度を測定する車輪速度測定手段と、車両の対地加速度を求める対地加速度検出
手段と、対地速度検出手段からの対地速度と、車輪速度測定手段からの回転速度に基づい
てスリップ率を求めるスリップ率検出手段と、路面状態判別手段からの判別結果に基づい
て、路面と車輪との間の路面摩擦係数の領域を限定し、さらに、スリップ率検出手段から
のスリップ率と対地加速度検出手段からの対地加速度に基づいて、路面摩擦係数を決定す
る摩擦係数決定手段と

ものである。
【０００９】
この構成においては、車両の走行路の路面状態の判別結果に基づき、路面摩擦係数の領域
を限定した後、さらにスリップ率と対地加速度に基づいて詳細な路面摩擦係数を決定する
ようにした。このように、車両の加速度を勘案して路面摩擦係数を決定するようにしたこ
とにより、車両の加減速状態に依存することなく、安定に路面摩擦係数を検出することが
できる。
【００１１】

車輪が路面と非接地となっているときを除いた期間のスリップ率の平均値が出
力されるので、より正確なスリップ率を得ることができる。
【００１２】
また、本発明は、走行中の自車両とこの自車両の前方に位置する障害物との間の距離が所
定値以下となると、自動的にブレーキ制御を行う車両ブレーキ制御システムにおいて、自
車両と障害物との間の距離を検出する距離検出手段と、距離検出手段により検出された距
離と、 記載の路面摩擦係数測定装置により測定された路面摩擦係数とに基づい
て、ブレーキ制御のタイミングを変化させる制御手段とを備えたものである。
【００１３】
この構成においては、自車両と障害物との間の距離と、路面摩擦係数に応じて、ブレーキ
制御のタイミングを変化させる。例えば、路面摩擦係数が小さく、ブレーキがかかり難い
状態にあると判断されると、路面が乾燥しており摩擦係数が大きい場合よりも、早めにブ
レーキ制御を行う。
【００１４】
【発明の実施の形態】
以下、本発明を具体化した実施の形態を図面を参照して説明する。
（第１の実施形態）
路面摩擦係数測定装置は、車両に搭載され、この車両の車輪と路面との間の摩擦係数を検
知するものである。図１は本実施形態の路面摩擦係数測定装置を構成する反射光処理装置
の構成図、図２はこの反射光処理装置の光学系構成図である。反射光処理装置１（対地速
度検出手段）は、路面ＬＤに向かって光を照射し、その反射光に空間フィルタリング処理
を施すことにより、反射光の空間周波数を取り出すものであり、２個の光源２，３と、各
光源２，３に対する受光系４，５、及び拡散反射用の空間フィルタ光学系６などから構成
される。光源２，３は、路面ＬＤに対して光を照射するためのもので、第１の光源２はマ
トリクス状に配置された複数個のＬＥＤ２ａにより、第２の光源３は単独のＬＥＤ３ａに
より構成される。また、光源毎の光を分離できるように、２つの光源２，３は、互いに異
なる波長の光を出射するものとなっている。
【００１５】
第１の光源２は、路面ＬＤの上方から車両の走行方向（図１中、矢印Ｂで示す）に向かっ
て光を照射するもので、その受光系４は、受光用レンズ７、スリット板８、コリメートレ
ンズ９とから構成される。この受光系４の光軸は、第１の光源２により路面ＬＤから反射
する光のうち、路面ＬＤに対して垂直な方向に反射する光を受光するように調整されてい
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、車輪の荷重を測定する車輪荷重測定手段とを備え、スリップ率検
出手段は、車輪荷重測定手段により測定された荷重に基づいて車輪が路面と接地している
か否かを判断し、車輪が路面と非接地となっていると判断されたときを除いた期間のスリ
ップ率の平均値を出力する

さらには、

請求項１に



る。なお、スリット板８のスリット孔８ｂには、光源２からの照射光と同一波長の光のみ
を通過させる光学フィルタ８ａが配置されている。
【００１６】
空間フィルタ光学系６は、スリットアレイ１０、プリズムアレイ１１、集光レンズ１２、
２つの光検出器１３ａ，１３ｂ、２枚の鏡１４等により構成される。スリットアレイ１０
は、細長形状のスリット孔１０ａを車両の走行方向Ｂに沿うように配列したもので、受光
系４のコリメートレンズ９により平行化された光は、これらスリット孔１０ａを介してプ
リズムアレイ１１に入射する。プリズムアレイ１１は、スリットアレイ１０の配列周期の
２倍の周期でプリズムを連続して成るものであり、入射した光は、各プリズム内で交互に
屈折して、２方向に分離される。
【００１７】
光検出器１３ａ，１３ｂは、プリズムアレイ１１の配列周期と集光レンズ１２の倍率に応
じた間隔だけ、互いに距離をおいて配置されており、プリズムアレイ１１を通過すること
により２方向に分離された光は、集光レンズ１２を介して、光検出器１３ａ，１３ｂへと
入射するようになっている。これら光検出器１３ａ，１３ｂからの出力信号は、演算装置
２１（図５参照）に入力され、これら出力信号の差動信号から路面ＬＤの凹凸状態を反映
する空間周波数係数が抽出される。なお、鏡１４は、各光検出器１３ａ，１３ｂの受光面
上に集光されない光を反射して受光面上に導くものである。
【００１８】
第２の光源３に対応する受光系５は、単独の光検出器により構成されるもので、光源３か
らの照射光の路面ＬＤからの正反射光を受光する位置に配置される。また、反射光処理装
置１は、路面ＬＤの温度を計測するための温度センサ１５
（赤外線放射温度系）を備えている。
【００１９】
ここで、反射光処理装置１による速度検出原理について、図３を参照して説明する。例え
ば、図３（ａ）に示すように、ピッチ幅Ｐでスリット孔１６ａが並設されたスリットアレ
イ１６上を輝点１７が速度Ｖで通過したとする。このとき、スリットアレイ１６を通過し
た光を光検出器によってとらえると、この光検出器からの信号出力には、図３（ｂ）に示
すような周期Ｔの波形が現れる。輝点１７は、この周期Ｔの間にピッチ幅Ｐだけ移動して
いるので、輝点１７の移動速度Ｖは、
Ｖ＝Ｐ÷Ｔ・・・▲１▼
で示される。ここで、サンプリング時間をｔ、ピーク値のサンプリング間隔をｎとすると
、▲１▼式は
Ｖ＝Ｐ÷（ｔ×ｎ）・・・▲２▼
となる。このように、輝点の移動速度Ｖは、スリットアレイ１６を介して検出した受光信
号の周波数に基づいて検出することができる。本実施形態では、図２に示すように、路面
ＬＤに向けて光を照射し、その反射光をスリットアレイ１０を介して光検出器１３ａ，１
３ｂによってとらえ、これら光検出器１３ａ，１３ｂの出力差動信号に含まれる中心周波
数信号成分の周波数（電気的な中心周波数）の周期を用いて、対地速度Ｖｇを検出する。
【００２０】
次に、路面状態判別方法の原理を説明する。図４（ａ）（ｂ）は、それぞれ圧雪路面、乾
燥路面における光検出器１３ａ，１３ｂからの差動信号出力を、図４（ｃ）は、それぞれ
の路面状態における空間周波数スペクトルを示す。測定対象である路面ＬＤは、乾燥、圧
雪等の状態により、それぞれ特有の路面模様ムラや光沢度合いを有する。図４（ａ）（ｂ
）において、路面模様ムラとは空間周波数のうねりを示し、光沢度合いとは対地速度算出
で説明したピッチ幅Ｐ（波長）の周波数成分（以下、中心周波数成分と記す）の振幅を示
す。図４（ｃ）は図４（ａ）（ｂ）の波形をＦＦＴ（フーリエ級数展開）したものであり
、本実施形態では中心周波数ＦＣをもとに、低周波数成分の帯域をＦＣ／１０～ＦＣ／４
に設定し、その帯域の強度Ｄｂと中心周波数成分の強度Ｄａ（図５参照）を比較すること
で路面判別がなされる。
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【００２１】
図５は路面摩擦係数測定装置２０のブロック図であり、破線で囲んだ領域が演算装置２１
である。反射光処理装置１の光源２，３は、それぞれ自動パワー制御装置３５，３６（図
中「ＡＰＣ」で示す）により、照射光量が一定に保たれるように制御される。
【００２２】
反射光処理装置１の光検出器１３ａ，１３ｂ（拡散反射受光用）からの出力信号は、差動
増幅回路２２で増幅に入力され、この差動増幅回路２２から出力された受光量の差動信号
は、対地速度演算部２３に入力され、対地速度Ｖが演算される。ここで算出される中心周
波数ＦＣは、トラッキング用として差動増幅回路２２からの出力信号と共にトラッキング
・バンドパスフィルタ２４及びトラッキング・ローパスフィルタ２５に与えられ、上述の
ように中心周波数ＦＣを中心とする周波数帯域、低周波数帯域に含まれる周波数成分が取
り出される。各フィルタ２４，２５からの出力信号は、それぞれ振幅検出器２６，２７に
与えられ、各周波数成分の強度Ｄａ，Ｄｂが抽出される。
【００２３】
第２の光検出器１３ｂからの出力信号は、ローパスフィルタ２８にも入力されるようにな
っている。このローパスフィルタ２８は、極低周波数の光成分のみを通過させるように設
定されており、その出力信号Ｐｃは、後述するように、路面が積雪路面であるか否かを判
別するために用いられる。
【００２４】
路面状態判別部３０（路面状態判別手段）には、振幅検出器２６，２７からの出力Ｄａ，
Ｄｂ、正反射光受光用の光検出器５からの出力信号Ｐｄ、ローパスフィルタ２８からの出
力信号Ｐｃ、温度センサ１５の計測値Ｔｅが与えられ、後述する手順により路面ＬＤの状
態が判別される。また、対地速度演算部２３からの出力値（対地速度）は、対地加速度演
算部３１（対地加速度検出手段）及びスリップ率算出部３２（スリップ率検出手段）に入
力されるようになっており、対地加速度演算部３１は、対地速度に基づいて対地加速度を
算出する。また、スリップ率算出部３２は、車輪速度センサ４０からの車輪の回転速度Ｖ
ｔと対地速度演算部２３からの対地速度Ｖｇに基づいてスリップ率を算出する。これら路
面状態判別部３０による路面状態判別結果、対地加速度演算部３１による対地加速度、及
びスリップ率演算部３２によるスリップ率は、摩擦係数決定部３３（摩擦係数決定手段）
に入力され、路面摩擦係数が決定される。
【００２５】
次に、路面状態判別部３０による路面状態判別動作について、図６を参照して説明する。
なお、同図において、ＴＨ１，ＴＨｃ，ＴＨｄ１，ＴＨｄ２，ＴＨｅは、路面状態を判別
するためのしきい値を示す。まず、温度センサ１５により計測された路面温度Ｔｅをしき
い値ＴＨｅと比較する（Ｓ１）。このしきい値ＴＨｅは、水分の凍結路面である０℃付近
に設定されており、温度Ｔｅがしきい値ＴＨｅを上回る場合には、路面が凍結している可
能性はないと判断し、Ｓ２以降の処理へと移行する。
【００２６】
次に、拡散反射光について、空間周波数成分比Ｄｂ／Ｄａとしきい値ＴＨ１とを比較する
（Ｓ２）。ここで、中心周波数成分の強度に対する低周波数成分の強度の比が大きい場合
（Ｓ２でＹＥＳ）、つまり、Ｄｂ／Ｄａがしきい値ＴＨ１を上回る場合には、積雪路面で
あると判断する（Ｓ４）。一方、空間周波数成分比Ｄｂ／Ｄａがしきい値ＴＨ１以下であ
る場合には（Ｓ２でＮＯ）、正反射受光用光検出器５により得られた正反射光量Ｐｄとし
きい値ＴＨｄ１とを比較する（Ｓ３）。一般に、湿潤舗装路面の場合には路面は鏡面に近
い状態になり、正反射光が増大するという特性を有するので、しきい値ＴＨｄ１を路面が
湿潤状態にある場合と乾燥状態にある場合の中間の光量値になるよう設定することにより
、検出された正反射光量Ｐｄがしきい値ＴＨｄ１を上回る場合には、走行路は湿潤舗装路
面であると判断する（Ｓ６）。また、正反射光量Ｐｄがしきい値ＴＨｄ１以下である場合
には、路面は乾燥舗装路面であると判断する（Ｓ５）。
【００２７】
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Ｓ１において、路面温度Ｔｅがしきい値ＴＨｅ以下である場合には（Ｓ１でＮＯ）、ロー
パスフィルタ２８により抽出された拡散反射光量Ｐｃを所定のしきい値ＴＨｃと比較する
（Ｓ７）。路面上に雪が積もっていると、路面に照射された光はこの雪により拡散反射さ
れるので、拡散反射光量Ｐｃは通常の場合よりも大きくなる。したがって、拡散反射光量
Ｐｃがしきい値ＴＨｃを上回る場合には
（Ｓ７でＹＥＳ）、積雪路面であると判断する（Ｓ４）。
【００２８】
一方、拡散反射光量Ｐｃがしきい値ＴＨｃ以下である場合には（Ｓ７でＮＯ）、正反射光
量Ｐｄとしきい値ＴＨｄ２との比較を行う（Ｓ８）。一般に、凍結した路面は鏡面に近い
状態となり、正反射光量が大幅に増大するので、拡散反射光量Ｐｃがしきい値ＴＨｄ２を
上回ったときには、路面は凍結していると判断する（Ｓ９）。これに対し、拡散反射光量
Ｐｃがしきい値ＴＨｄ２以下の場合は（Ｓ８でＮＯ）、乾燥路面であると判断する（Ｓ５
）。
【００２９】
図７に車輪速度センサ４０の構成を示す。車輪速度センサ４０は、車輪のＡＢＳ（アンチ
ロックブレーキシステム）に付属するもので、周囲に多数の磁極歯４１が等間隔に配備さ
れたエンコーダである回転体４２と、各磁極歯４１の接近を感知してパルス信号を出力す
る検知部４３からなり、車輪が１回転する間に約１００個のパルス信号が出力されるよう
になっている。タイヤの径より１回転に進む移動距離も分かるので、このパルスの時間間
隔から車輪の回転速度Ｖｔを算出することができる。なお、この車輪速度センサ４０は、
タイヤのスリップ／ロックをとらえるものであるため、駆動輪の車輪回転速度を測定する
ものであることが好ましい。
【００３０】
スリップ率算出部３２は、車輪速度センサ４０からの車輪回転速度検出Ｖｔと、対地速度
演算部２３からの対地速度出力Ｖｇに基づいて、以下の▲３▼式の演算を行うことにより
、スリップ率を演算するものである。
スリップ率Ｓ＝（Ｖｇ－Ｖｔ）／Ｖｇ・・・▲３▼
ここで、Ｓ＝１のときは、減速などによるタイヤの完全ロック状態を示し、また、Ｓ＜０
のときは、加速等によるタイヤのスリップ状態を示す。なお、この▲３▼式の演算は、ス
リップ算出部３２を構成するマイコンによって行われる。
【００３１】
次に、摩擦係数決定部３３による摩擦係数の決定方法について説明する。図８は、タイヤ
を完全ロックさせて制動した時の各路面状態における走行速度と路面摩擦係数の関係を示
すものである。路面が凍結している場合や路上に雪が積もっている場合の路面摩擦係数μ
は、走行速度に関わらず低い値となる。また、雨などで濡れている路面では、路面摩擦係
数μは走行速度に応じて大きく変化し、走行速度が速くなるほど低い数値となる。これに
対し、乾燥した路面における路面摩擦係数μは、走行速度に関わらず高い数値を示す。同
図に示すように、凍結路面における路面摩擦係数μは０．１～０．２であり、雪の路面で
は０．２～０．４、濡れた路面の場合は走行速度にもよるがおよそ０．５～０．８、乾燥
路面では０．８～１．０となっている。
【００３２】
図９は加速度とスリップ率を指標とする圧雪路面における路面摩擦係数の分布領域を示し
ており、網点領域Ｒ２（スノー路面２）は比較的滑りやすい状態（μ＝０．２～０．３）
を、それ以外の領域Ｒ１（スノー路面１）は比較的滑りにくい状態（μ＝０．３～０．４
）を示している。また、領域Ｒ１と一部重なる斜線領域は、基準となる乾燥路面における
路面摩擦係数の分布を示すものである。一般に加速・減速が大きい場合、乾燥路面に比べ
て圧雪路面では加速によるスリップや減速によるロックが起こりやすい。ただし、圧雪で
あっても雪質などの違いにより滑り易さにはかなりばらつきが生じ、図のような広がった
分布となる。そこで、図９に示すように、乾燥路面を基準にスリップ率と加速度の関係か
ら圧雪路面の路面摩擦係数を分類し、この特性を予め摩擦係数決定部３３に記憶させてお
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き、スリップ率算出部３２からのスリップ率と対地加速度演算部３１からの対地加速度を
図中にプロットすることで、より詳細な路面摩擦係数を求めることができる。この図では
、圧雪路面を比較的滑りにくい領域Ｒ１（μ＝０．３～０．４）と滑りやすい領域Ｒ２（
μ＝０．２～０．３）とに分類した。
【００３３】
図１０は、摩擦係数決定部３３による路面摩擦係数の決定動作のフローチャートである。
路面状態判別部３０から路面ＬＤが凍結路面（アイス）であるという判別結果を受けとっ
た場合には、路面摩擦係数μを０．１～０．２の範囲内に決定する（Ｓ１１，１２）。ま
た、Ｓ１１において、路面ＬＤが圧雪路面（スノー）である場合には、路面摩擦係数を上
記図９に示したような領域に限定し、加減加速度とスリップ率を図９上にプロットする。
このプロット点が領域Ｒ２内に在る場合には（Ｓ１３でＹＥＳ）、路面摩擦係数μを０．
２～０．３の範囲内に決定する（Ｓ１４）。一方、プロット点が領域Ｒ１内に在る場合に
は（Ｓ１３でＮＯ）、路面摩擦係数μを０．３～０．４の範囲内に決定する（Ｓ１５）。
また、Ｓ１１において、路面ＬＤが湿潤路面（ウエット）である場合には、対地速度Ｖｇ
が６０ｋｍ／ｈ以上であるか否かを調べ、対地速度が６０ｋｍ／ｈ以上である場合には（
Ｓ１６でＹＥＳ）、路面摩擦係数μを０．４～０．５の範囲内に決定する（Ｓ１７）。一
方、対地速度が６０ｋｍ／ｈ未満である場合には（Ｓ１６でＮＯ）、路面摩擦係数μを０
．５～０．８の範囲内に決定する（Ｓ１８）。さらにまた、Ｓ１１において、路面ＬＤが
乾燥路面（ドライ）である場合には、路面摩擦係数μを０．８～１．０の範囲内に決定す
る（Ｓ１９）。
【００３４】
このように、本実施形態によれば、路面状態の判別結果に基づいて路面摩擦係数の領域を
限定し、さらに、スリップ率と対地加速度に基づいて詳細な路面摩擦係数を決定するよう
にしたので、車両の加減速状態に依存しない高精度な路面摩擦係数の検出が可能となる。
なお、本実施形態では、乾燥路面を基準に積雪路面をさらに２分類した例を取り上げたが
、例えば、凍結路面との関係を用いてさらに詳細な分類を行うことも可能である。
【００３５】
（第２の実施形態）
上述の図７に示した実施形態のように、車輪回転速度をエンコーダを用いて測定するもの
では、タイヤの空気圧や摩擦熱の影響を受けるので、検出精度の向上を図ることが困難で
ある。本実施形態では、車輪回転速度の測定にも、対地速度検出と同様、上述の図１に示
した反射光処理装置を用いることで、検出精度の向上を図っている。
【００３６】
図１１は車両の側面方向から見た本実施形態に係る路面摩擦係数測定装置の構成図、図１
２（ａ）（ｂ）は、それぞれ反射光処理装置及び車輪速度センサの構成図である。この路
面摩擦係数測定装置２０は、上述の図１に示した反射光処理装置１を２系統持つもので、
１系統の反射光処理装置１は対地速度検出に用いられるものであり、その出力ＯＵＴＰＵ
Ｔ１からは対地速度の周波数成分を持つ信号が出力され、対地速度演算部２３（図５参照
）によって対地速度出力に変換されるようになっている。また、もう１系統の反射光処理
装置は車輪速度センサ４０として用いられるものであり、その出力ＯＵＴＰＵＴ２からは
車輪速度の周波数成分を持つ信号が出力され、演算装置（不図示）にて車輪の速度出力に
変換されるようになっている。この車輪速度センサ４０において、拡散反射光用のＬＥＤ
２は、レンズ２ｂ、ガラス板４６を介して車両４７のタイヤ４８に向けて光を出射し、こ
のタイヤ４８からの反射光は、プリズムミラ４９によって垂直方向に変更され、受光レン
ズ７に入射するようになっている。このように、反射光処理装置１を用いた車輪速度セン
サ４０によって非接触で車輪回転速度を測定することにより、タイヤ４８への荷重や摩擦
熱によるタイヤ４８の空気圧変化の影響を受けることなく、精度良く車輪の回転速度を検
出することができる。なお、反射光処理装置１において、拡散反射光用のＬＥＤ２は、レ
ンズ２ｂ、ガラス板４６を介して路面ＬＤに向けて光を照射するようになっている。
【００３７】
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（第３の実施形態）
タイヤの空転には大きく２つの要素が考えられる。１つは路面と接触した状態で起こるス
リップによるものであり、もう１つは路面の突起や凸凹により路面とは非接触の状態で起
こるものである。路面摩擦係数とは、路面とタイヤとの間の摩擦係数であるから、非接触
での空転は精度低下の原因となる。本実施形態では、車輪の荷重を測定する車輪荷重測定
装置（車輪荷重測定手段）（不図示）を備え、この車輪荷重測定装置からの測定結果をス
リップ率算出部３２（図５参照）に与え、スリップ率算出部３２によって、測定結果に基
づいて、車輪が路面と接地しているか否かを判断し、車輪が路面と非接地となっていると
判断されたときを除いた期間のスリップ率の平均値を出力する。これにより、正確なスリ
ップ率を得ることができるので、路面摩擦係数の検出精度の向上を図ることができる。
【００３８】
図１３は車輪荷重－時間の図であり、ここで、ＫはイグニッションをＯＮとした時に測定
された車輪荷重であり、メモリに記憶される。振幅の大きい振動はタイヤと非接触になる
影響であり、振幅の小さい振動は車両の加減速等による４輪の荷重度合いが変化した影響
によるものである。ここで、後者の場合が非接地であると検出されないように、車輪非接
地判断用スレッシュＫ－Ｓが設定されている。車輪荷重の測定値ｆ（ｔ）がスレッシュＫ
－Ｓを下回ると、非接触状態にあると判定する。
【００３９】
図１４にスリップ率算出動作のフローチャートを示す。まず、イグニッションがＯＮとさ
れると、メモリをクリアし、カウンタの値Ｔ，車輪回転速度Ｖｔの積算値Ａ，及び対地速
度Ｖｇの積算値Ｂを０とする（Ｓ２１）。次に、車輪荷重測定装置からの測定値ｆ（ｔ）
をスレッシュＫ－Ｓと比較し、測定値ｆ（ｔ）がスレッシュＫ－Ｓよりも大きければ（Ｓ
２２でＹＥＳ）、車輪は路面と接地状態にあると判断し、このとき測定された車輪回転速
度Ｖｔ及び対地速度Ｖｇをそれぞれ積算値Ａ，Ｂに加え（Ｓ２３）、カウントを行う（Ｓ
２４）。また、測定値ｆ（ｔ）がスレッシュＫ－Ｓ以下であれば（Ｓ２２でＮＯ）、車輪
は路面と非接地状態にあると判断し、このとき測定された車輪回転速度Ｖｔ及び対地速度
Ｖｇを積算値Ａ，Ｂに加えずに、カウントを行う（Ｓ２４）。次に、カウント値Ｔを所定
値Ｎと比較し、Ｔが所定値Ｎ以下であると、Ｓ２２に戻り（Ｓ２５でＮＯ）、測定を続け
る。Ｔが所定値Ｎよりも大きくなると（Ｓ２５でＹＥＳ）、積算Ａ，Ｂに基づいてスリッ
プ率Ｓを算出する（Ｓ２６）。
【００４０】
（第４の実施形態）
図１５は路面摩擦係数測定装置２０を搭載した車両である。この車両４７は、対象路面Ｌ
Ｄを走行しながら路面状態判別、対地速度、車輪回転速度、対地加速度を検出し、それら
の情報に基づいて演算装置２１が路面摩擦係数を測定し、その測定結果を送信装置５０を
介して道路管理センターの情報管理局（不図示）に送信したり、車両４７内の車両制御装
置５１に伝達するものである。この車両４７によって測定された路面摩擦係数の情報は、
サービスエリア等に設置された道路情報表示板（不図示）などに表示される。本実施形態
では、上述の図１に示した反射光処理装置１によって路面状態判別と対地速度を検出し、
上述の図１２
（ｂ）に示した車輪速度検出センサ４０によって車輪回転速度を検出している。このよう
に、車両４７に本発明の路面摩擦係数測定装置２０を搭載することにより、正確な路面情
報を運転者に知らせることができる。
【００４１】
（第５の実施形態）
図１６（ａ）は衝突軽減自動ブレーキシステム（車輪ブレーキ制御システム）のシステム
構成図、図１６（ｂ）は衝突軽減自動ブレーキシステムを搭載した車両の走行状態を説明
するための模式図である。衝突軽減自動ブレーキシステム６０は、自車両４７と先行車両
６１等の前方障害物との間の距離が所定値以下となると、警報を発したり、自動的にブレ
ーキ制御を行うものであり、システム全体の制御を司る自動ブレーキ制御用ＥＣＵ６２（
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制御手段）には、上述の路面摩擦係数測定装置２０の他、ＣＣＤカメラ６３（距離検出手
段）、レーザレーダ６４（又はミリ波レーダ）（距離検出手段）、警報装置６５，６６及
びブレーキ制御装置７０が接続されている。この衝突軽減自動ブレーキシステム６０にお
いて、前方障害物の検知は、ＣＣＤカメラ６３の画像処理とレーザレーダ６４による検出
結果とを組み合わせて検出するようになっている。すなわち、ＣＣＤカメラ６３で自車両
４７の走行レーンとレーン内の先行車両６１とを認識し、レーザレーダ６４によって、認
識した先行車両６１までの距離、相対速度を測定する。警報及びブレーキの制御タイミン
グは３段階となっており、安全車間距離が保てなくなると１次警報装置６５が駆動されて
１次警報がなり、運転者がブレーキをかけても回避操作をしないと危険なタイミングで２
次警報警報装置６６が駆動されて２次警報が鳴り、さらに、２次警報の発令後にブレーキ
がかけられなければ、ブレーキ制御装置７０が制御されてフルブレーキ制御が行われるよ
うになっている。
【００４２】
従来の自動ブレーキシステムでは、２次警報後に瞬間的にブレーキをかけ、車両の駆動輪
と誘導輪の車輪回転速度の違いから路面摩擦係数を推定し、路面状況、及び車間距離に応
じてフルブレーキを作動していたが、それに対し、本実施形態では、路面摩擦係数測定装
置２０を使用することにより、常時路面摩擦係数の測定が可能であるので、わざわざ２次
警報後に瞬間的にブレーキをかける必要がなくなり、安全かつ精度の良い衝突軽減自動ブ
レーキシステムを実現することができる。このシステムは、ＡＢＳ（アンチロックブレー
キシステム）にも同様に利用することができる。
【００４３】
なお、本発明は上記の実施形態に限られず種々の変形が可能である。例えば、上記実施形
態においては、スリップ率算出部３２は、車輪速度センサ４０と対地速度演算部２３から
の出力値に基づいてスリップ率を算出していたが、車輪の回転速度と対地速度との関係を
示すテーブルが予めメモリ内に記憶されており、このテーブルを用いてスリップ率を求め
るものであってもよい。また、路面状態摩擦係数の測定結果を道路管理センターの情報管
理局に送信していたが、運転者に対して走行中の路面の情報を知らせ、滑りやすい状態と
なっている場合には、運転者に対して警告を発するようにしてもよい。
【００４４】
【発明の効果】
以上のように本発明の路面摩擦係数測定装置によれば、路面状態判別結果に基づいてその
路面状態における路面と車輪との間の摩擦係数の領域を限定し、対地加速度とスリップ率
に基づいて詳細な路面摩擦係数を決定するようにしたので、車両の加減速状態に依存しな
い高精度な路面摩擦係数の検出が可能となる。
【００４５】
また、車輪速度測定手段を、車輪に非接触な状態で車輪の回転速度を検出するものとする
ことにより、タイヤへの荷重や摩擦熱による空気圧変化の影響を受けることなく、車輪の
回転速度を精度良く検出することができる。
【００４６】
また、車輪が路面と非接地となっていると判断されたときを除いた期間のスリップ率の平
均値を出力することにより、より正確なスリップ率を得ることができ、路面摩擦係数測定
装置の性能向上を図ることができる。
【００４７】
また、車両ブレーキ制御システムにおいて、測定された路面摩擦係数に基づいてブレーキ
制御のタイミングを変化させるようにしたので、安全かつ正確な車輪ブレーキ制御システ
ムを実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施形態による路面摩擦係数測定装置を構成する反射光処理装置
の構成図である。
【図２】反射光処理装置の光学系の構成図である。
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【図３】（ａ）（ｂ）は、それぞれ反射光処理装置による速度検出原理を説明するための
図、及びスリットアレイを通過した光の波形を示す図である。
【図４】（ａ）（ｂ）は、それぞれ乾燥路面、圧雪路面における光検出器からの差動信号
出力を示す図であり、（ｃ）はこれら差動信号出力をフーリエ級数展開した図である。
【図５】路面摩擦係数測定装置の電気的構成を示すブロック図である。
【図６】路面状態の判別処理動作を示すフローチャートである。
【図７】車輪速度センサの詳細な構成を示す側面図である。
【図８】走行速度と路面摩擦係数との関係を示す図である。
【図９】路面が圧雪路面であると判別された場合に限定される路面摩擦係数の領域を示す
図である。
【図１０】路面摩擦係数の決定処理動作を示すフローチャートである。
【図１１】第２の実施形態による路面摩擦係数測定装置の構成図である。
【図１２】（ａ）（ｂ）は、それぞれ対地速度検出用と車輪速度検出用の反射光処理装置
の構成図である。
【図１３】車輪荷重と時間との関係を示す図である。
【図１４】第３の実施形態によるスリップ率の算出動作を示すフローチャートである。
【図１５】第４の実施形態による路面摩擦係数測定装置を搭載した車両の構成図である。
【図１６】（ａ）は衝突軽減自動ブレーキシステムのシステム構成図、（ｂ）は衝突軽減
自動ブレーキシステムを搭載した車両の走行状態を説明するための模式図である。
【符号の説明】
１　反射光処理装置（対地速度検出手段）
２０　路面摩擦係数測定装置
３０　路面状態判別部（路面状態判別手段）
３１　対地加速度演算部（対地加速度検出手段）
３２　スリップ率算出部（スリップ率検出手段）
３３　摩擦係数決定部（摩擦係数決定手段）
４０　車輪速度センサ（車輪速度測定手段）
４８　車輪
６０　衝突軽減自動ブレーキシステム（車両ブレーキ制御システム）
６１　先行車両（障害物）
６２　自動ブレーキ制御用ＥＣＵ（制御手段）
６３　ＣＣＤカメラ（距離検出手段）
６４　レーザレーダ（距離検出手段）
ＬＤ　路面
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】 【 図 １ ３ 】
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【 図 １ ４ 】 【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】
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